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はじめに
　日本経済は、1990年代にバブルが崩壊してから本格的な低成長時代に
突入した。また21世紀に入ると、日本はあらゆる側面でまだどの国も経
験したことのない課題を抱えるようになり、課題先進国とも称されるよう
になった（小宮山，2007，p.12）。なかでも国内の人口減少や少子高齢化
といった構造的問題は、日本政府や企業に経済政策や事業戦略の在り方を
根本的に見直させる契機となっている。
　こうした社会の流れのなか、「変化を求められている」という点では、
大学も例外ではないだろう。進学希望者が事実上、全員入学可能となり、
定員割れの大学も頻出するなか、生き残りをかけた大学間競争は、企業同
士の競争以上に激烈となっている。それは翻って、社会の公器としての大
学のミッションは何なのかという問いに、関係者全員が真摯に向き合わな
ければならない状況を生み出している。このことは、改めて大学のレゾン
デートルが問われ直されているといっても過言ではない。
　一般に大学のミッションは、研究、教育、社会貢献が三本柱といわれて
いる。このうち、社会貢献については、その重要性が近年、とみにうたわ
れるようになった。もちろん研究や教育も広い意味では社会貢献につなが
るが、近年では社会環境の変化によって、通常の研究や教育のほかに、よ
り目にみえる形で社会へのコミットメントが大学には求められるように
なっている（木村，2014）。各種審議会委員への教員の就任、一般公開講
座の実施、高大連携講義などが、そうした社会貢献の事例といえるだろう。
　本学のような公立大学にとって、社会貢献はおおよそ地域貢献といいか
えることができる。それは、地域に根差した視点から、地域の直面する課
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題の解決に大学の知的資源を活かすことである1。こうした大学の地域貢
献が成功すれば、地域は活性化し、今度はその恩恵を必然的に大学自身が
受けることになる。平成26年度から本学が取り組み始めたCOC2事業は、
そのような好循環の確立を意図して実施している。
　本稿の目的は、平成26年度COCインキュベーション型事業のひとつで
ある「地域人材育成と大学の果たす役割」の成果をもとに、横浜市内の中
小企業が抱える人材関連の課題を明らかにし、その解決に大学のリソース
がどのように貢献できるかを検証することである。現在、横浜市内には、
数多くの中小企業が存在しているが、取引先である大手企業はアジアなど
海外へ拠点を移管し、彼らは地域における事業展開の岐路に立たされてい
る。とりわけ、今後も横浜市内に事業基盤を維持していこうとする場合、
優秀な人材の確保とその育成が競争力を維持するために中小企業にとって
必須となってくる。人材にかかる課題については、個々の企業で日々取り
組みが続けられているが、知の拠点である本学がどのような役割を果たせ
るのか、本稿では実態調査結果を通じてこの点を検討していきたい。
　具体的には、以下のような次第で論をすすめていく。第1節では、主に
横浜市役所の資料を援用して、市内の中小企業の概要を確認する。また人
材育成に関して、横浜市役所のアンケートではどのような点が明らかに
なっているかを整理する。第2節では、COC事業で行ったヒアリング調査
の全体設計を説明する。具体的には、調査目的、調査体制と実施方法、調
査項目を紹介する。第3節は、ヒアリング調査結果の分析と考察である。
15社のヒアリング結果を提示し、それにもとづいて人材確保・育成にか
かる課題と大学への期待という点で市内中小企業がどのような見方をして
いるかを分析、考察する。そして最後に、地域の人材育成に対する本学の
かかわり方を検討することで、むすびにかえる。
1 大学は地域に位置しているが、その地域の開発に対してどのような貢献がで
きるかが問われている（経済協力開発機構編，2005）。
2 Center Of Community の略。
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第１節　横浜市内の中小企業の概要
　本節では、横浜市における企業活動の概要として、企業数とその産業別
構成比、従業者数と事業所規模別および産業別構成比について概観する。
　平成24年経済センサス―活動調査横浜市結果報告（横浜市，2014）に
よると、横浜市内の企業数は45,179社であり、平成21年の同調査結果と比
較すると、3,585社の減少となっている。産業別分類に基づく会社企業3の
構成比は図1の通りであり、「卸売業，小売業」「建設業」「不動産業，物品
賃貸業」「製造業」の4業種で全体の66.1%を占めている（横浜市，2014）。
図1．産業大分類別会社企業数の構成比
横浜市（2014）を基に筆者作成
　一方、横浜市内にある事業所4の従業者は1,428,600人であり、平成21年
の同調査結果と比較すると、39,795人の減少となっている（横浜市，
2014）。事業所の従業者規模別の従業員数の構成比は、小規模（1 ～ 29人）
3 経営組織が株式会社、有限会社、相互会社、合名会社、合資会社及び合同会
社で、本所と支所を含めた全体を意味する（横浜市，2014）。
4 経済活動が行われている場所ごとの単位であり、原則として、1）一定の場
所を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われている、2）従業者と設
備を有して、物の清算や販売、サービスの提供が継続的に行われている、の要
件を備えている（横浜市，2014）。
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が92.5%、中規模（30 ～ 299人）が6.9%、大規模（300 ～ 1000人以上）
が0.4%となり、小・中規模事業所に勤務する従業者数が99.4%を占めてい
る（横浜市，2014）。大企業であっても市内に複数の事業所がある、もし
くは本社が別の都市にある等の理由で横浜市内の事業所は小規模であるこ
とがあるため、上記の割合は横浜市内の中小企業に勤務する従業者の割合
と全く同じではないものの、横浜市の経済が中小企業の活動によって支え
られているのは、疑いの余地がない。
　産業大分類別の従業者の構成比は、図2の通り、「卸売業，小売業」が企
業数の構成比と同じく最も多いが、「医療・福祉」「宿泊業・飲食サービス業」
「サービス業（他に分類されないもの）」の構成比も多くなっており、企業数
の構成比と大きく様相が異なる（横浜市，2014）。加えて、平成21年と比較
して、建設業や製造業に従事する従業者が減少している（横浜市，2014）。
図2．産業大分類別従業者数の構成比
横浜市（2014）を基に筆者作成
　1事業所当たり従業者数は12.5名（公務を除く）であり、産業大分類別
の1事業所当たり従業員数は図3の通りとなっている（横浜市，2014）。「電
気・ガス・熱供給・水道業」が最も多く、続いて、「情報通信業」「運輸業，
郵便業」が多い（横浜市，2014）。平成21年と比較すると、「情報通信業」「金
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融業，保険業」が増加した一方で、「電気・ガス・熱供給・水道業」「運輸
業，郵便業」が減少している（横浜市，2014）。
図3．産業大分類別1事業所当たりの従業員者数
横浜市（2014）を基に筆者作成
　
　次に、横浜市内の中小企業における人材育成についてみていく。横浜市
経済局・日本経済研究所は、2012年3月に「産業人材育成施策検討基礎調査」
報告書を公表した（横浜市経済局・日本経済研究所，2012）。当該調査の
目的は、「市内中小企業を中心にニーズが高まっている人材育成に関する
支援施策を検討するため、産業構造の変化をはじめとする経済環境の変化
に基づく、企業における人材育成の課題等について調査すること」（横浜
市経済局・日本経済研究所，2012，p.1）であった。調査では、1）グロー
バル化と地域主義が同時に進行する中で求められる人材像、2）成長・重
点産業及び人材育成支援策の必要性が高い産業、3）企業における人材育
成の方法とその課題、4）横浜市にとって必要性の高い産業人材育成支援
施策、の4点を明らかにしている。
　1つ目の求められる人材像は、1）自社を取り巻く環境の変化を見極め
て経営方針を定め、それを実行することができる、2）少子高齢化や産業
の空洞化が進む中、住民の日々の生活を守り、地域の子どもや高齢者のた
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めに活動する役割を果たす、3）経済や社会が成熟したこの時代において、
埋もれたニーズを発見し、それを事業化して継続することのできる、と整
理されている（横浜市経済局・日本経済研究所，2012，p.1）。
　2つ目の人材育成支援策の必要性が高い産業として、報告書では、ICT（情
報・コミュニケーション技術）、新技術・サービス、観光（MICE5含む）、
介護、ソーシャル・ビジネスを挙げている（横浜市経済局・日本経済研究
所，2012，p.1）。
　3つ目の企業における人材育成の方法とその課題について、報告書では、
新卒採用支援、中途採用支援、社内育成支援のための経営者支援の別に、
以下のようにまとめている（横浜市経済局・日本経済研究所，2012，p.91）。
　　　①　 新卒採用支援：採用に熱心な会社は育成にも熱心、しかし新卒学
生の目は中小企業に向きにくい。不況で中小企業にも注目が集ま
る現在、中小企業も就職の際の魅力的な選択肢の1つとしての認
識を定着させることが、中小企業における人材育成につながる。
　　　②　 中途採用支援：同業種での転職は、企業のニーズがあるにもか
かわらず、ミスマッチが多い。新たな環境への適応支援やマッ
チング支援が必要。
　　　③　 社内育成支援のための経営者支援：中小企業では、内部研修の
スキルの不足、外部研修の情報の不足などにより、育成したく
てもできないという状況に置かれている。社内育成が円滑に進
むよう、経営者・管理職向けの研修や情報提供が必要である。
　4つ目の横浜市にとって必要性の高い産業人材育成支援施策について、
報告書では、1）中小企業及び介護事業者の採用支援、2）経営者・管理
5 Meeting（企業等の行う会議）、Incentive Travel（企業等の行う報奨・研修旅行）、
Convention（国際機関・団体、学会等が行う国際会議）、Exhibition/Event（展示会・
見本市、イベント）の頭文字であり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイ
ベント等の総称（横浜市経済局・日本経済研究所，2012，p.1）。
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職による内部の育成支援、3）シニア層の活用、4）技術開発・新製品開
発と市場力支援、5）グローバル人材の育成、6）施策の整理・情報提供、
の6つを挙げている（横浜市経済局・日本経済研究所，2012，p.1）。
　以上、市役所が主体となった調査結果を整理した。上記の報告書（横浜
市経済局・日本経済研究所，2012）では、求められる人材像を踏まえて、
人材育成の方法や課題をあぶりだし、それに対応する施策を整理している。
とりわけ新卒採用で学生の意識を中小企業に向けさせるのに苦労していた
り、中途採用でミスマッチの問題に悩まされていたりすることや社内育成
に手が回らないことは、我々が今回のCOC事業を行う際の問題意識でも共
有している。一方で、本報告書では、これらの施策を踏まえて大学がその
リソースを活かしてどのような貢献ができるかについてまでは明らかにし
ていない。しかし産業人材育成支援施策の1）から6）の内容には、大学の
研究・教育活動と関連の深い項目もあるように思われる。したがって、こ
うしたニーズに対して大学のリソースがどのように活用できうるか、といっ
た点にも問題意識をあわせもちながら、COC事業ではヒアリング調査を行
うことにした。
第２節　実態調査の設計
（１）調査の目的
　調査の目的は、冒頭でも触れたように横浜市内の中小企業が抱えている
人材育成にかかる直近の課題を細かい定性的な情報として引き出すことで
ある。また、そうした課題に対して、本学がどのような貢献ができるかを
探ることである。
（２）調査体制
　図4は、ヒアリング調査の体制を表している。ヒアリング調査対象は、横
浜市役所経済局政策調整部経済企画課が交流のある市内中小企業の中から、
人材育成に関して問題意識を持つ企業36社をまず抽出した。その抽出結果
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を踏まえて、次に本学が委託した外部コンサルティング会社が、一定の要
件（後述）のもと、15社をヒアリング対象として選定し、ヒアリング調査の
趣旨説明や訪問日時の調整を該当企業に対して行った。そして、当該コン
サルティング会社と本学教員が実際に企業を訪問して、ヒアリングを行う形
式をとった。また、ヒアリング調査の回答者は、対象企業が適宜選定した。
　このようにヒアリング調査は、横浜市役所、横浜市立大学、外部コンサ
ルティング会社の産官学連携のもとに進められたが、こうした方式は次の
ようなメリットを伴っている。まず、市役所が情報提供を行うことで、人
材育成に問題関心を持つ市内中小企業を効率的に選定することが可能と
なった。また、調査項目に関して本学と市役所が綿密にすりあわせること
で、市役所の施策に関する問題意識も調査項目に反映することができた。
一方、外部コンサルティング会社と組むことで、彼らの専門性6を活用す
ることができた。また、調査目的や調査項目を彼らにインストラクション
し、一部のヒアリング調査をアウトソーシングすることで、教員のスケ
ジュールに左右されず、短期間のうちに集中的にヒアリング調査を実施す
ることが可能となった。
図4．ヒアリング調査の体制
出所：筆者作成。
6 人材育成に関する専門知識に加えて、ヒアリング調査の設計や実施にかかる
ノウハウも含む。
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（３）対象企業の選定
　対象企業の選定は、横浜市役所から提供された調査対象候補リスト（全
36社）より、横浜市にとって必要性の高い産業人材育成支援施策（横浜
市経済局・日本経済研究所，2012）を考慮しつつ、原則としてホームペー
ジに掲載された情報から、下記の要件（クライテリア）に該当する横浜市
内企業を15社選択した。
　1）新卒採用のメッセージがある
　2）人材に関する施策や取り組みへの紹介がある
　3）海外展開を進めている
　4）その他、人材に関わる特徴的な取り組みがある
　以上のような要件を設けた理由は次のとおりである。新卒採用のメッ
セージがあったり、人材に関する施策や取り組みへの紹介があったりする
企業は、人材育成に強い問題意識をもっている企業と考えられる。また、
新卒採用を行っている企業であれば、必然的に採用活動上の悩みや若手人
材育成の課題も抱えていると考えられる。一方で、海外展開を進めている
企業では、人材のグローバル化という観点で何らかの問題意識をもってい
ることが予想される。いずれの企業からも、中小企業の抱える人材育成に
かかる課題に関して、有用な意見をきくことができると見込まれる。表1
は、こうした要件によって選定されたヒアリング対象企業の一覧である。
なお15社は、限られた調査期間と予算の前提のもと、できるだけの調査
の網羅性と一般性を確保するために設定した社数である。また、本調査で
は地域人材育成の対象を主に企業等の正社員（職員）と想定している。そ
のため、横浜市における産業大分類別の正社員・職員の構成比（横浜市，
2014）を考慮して、業種毎の従業者数の構成比（図2参照）も加味した上で、
正社員（職員）の構成比が71.3%と比較的高い製造業の企業を中心にヒア
リング調査を行った。
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表1．ヒアリング対象企業の一覧
企業名 業種 所在地 ヒアリング調査日
A社 製造 横浜市港北区 2014年12月4日
B社 製造 横浜市金沢区 2014年12月5日
C社 製造 横浜市中区 2014年12月8日
D社 製造、サービス（特例子会社） 横浜市港北区 2014年12月10日
E社 サービス 横浜市保土ヶ谷区 2014年12月12日
F社 製造 横浜市都筑区 2014年12月12日
G社 製造 横浜市鶴見区 2014年12月15日
H社 卸・小売 横浜市南区 2014年12月17日
I社 製造 横浜市港北区 2014年12月17日
J社 製造 横浜市都筑区 2014年12月19日
K社 製造 横浜金沢区 2015年2月13日
L社 製造 横浜市磯子区 2015年2月13日
M社 製造 横浜市磯子区 2015年2月18日
N社 製造、卸・小売 横浜市金沢区 2015年2月18日
O社 製造、サービス 横浜市中区 2015年2月19日
出所：筆者作成。
（４）調査項目と調査期間
　ヒアリング調査の項目は、①会社概要、②経営方針、③人事および人材
育成にかかる課題、④大学・行政への期待、⑤その他としている。具体的
な詳細内容は、表2に示すとおりである。また調査期間は2014年12月から
2015年2月であり、調査は短期間で集中的に行った。
　表2に示したヒアリング調査項目は、横浜市経済局・日本経済研究所
（2012）が明らかにした必要性の高い施策とそれに対する大学の貢献を意
識して設定した。具体的にいえば、人材確保および人材育成にかかる課題
については、大学のリソースの活用可能性を探るために、「Off-OJT等への
取り組みと評価」について明らかにすることを試みている。また、人材育
成にかかる大学および行政への期待について聴取することで、産官学が一
体となって中小企業の人材育成上の課題を解決する方向性を探れるように
した。
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表2．ヒアリング調査の項目
①企業概要と経営
方針
▶会社の沿革、現況
▶企業のビジョン・ミッション
②人事および人材
育成にかかる課
題
▶人事制度の特徴（業績評価、昇進、報酬体系等）
▶採用に関して、システム（新卒者採用、中途採用等への考え方、取り組
み、実績等）求める人材像（能力、職務経験等の観点から）
▶社内でのキャリア開発（ジョブ・ローテーション、社外派遣、日常業務
の中で実施するOJT、通常業務を離れて実施するOff-OJT等への取り組
みと評価）
▶ダイバーシティ（多様な人材の確保と活用）への取り組みと課題
③大学や行政への
期待
▶人材獲得や育成の観点から、どのような役割や機能を期待されるのか
▶どのような枠組みが考えられるのか（例：社会人大学院・夜間コース、
Non-DegreeProgram（学位取得を目的としない短期留学）、プロジェク
ト演習、集合研修やセミナー、個別研修、オンライン教育等）
④その他 ▶当該調査目的に関する意見など
出所：筆者作成。
第３節　調査結果と考察
（１）調査結果
　以下では、各社毎のヒアリング調査結果のうち、人材確保と人材育成、
および大学への期待の2つに焦点を当てて、要点を抜粋して記述する。
１）A社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒採用について、2014年度は大学院卒の人材を3名採用した。当社の
ファウンダーである大学とのつながりで、研究者を雇用した。中途採用
は、業務の専門性が高く、競合他社や同業界からの転職は期待できない
ため、特定の分野での経験者に対象を拡大して、営業部門と技術部門で
通年採用を試みている。グローバル人材の雇用者は現在1名かつ就業1
年未満であることから、グローバル人材の雇用と定着の課題に対する対
応は策定段階にある。
●  人材育成について、社内のジョブ・ローテーションは専門性が高いこ
とから少なく、キャリア開発も、技術交流を目的とした買収先への社員
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派遣を例外として、実施していない。基本的に各部門のトップが社内で
日常的にOJTを実施している。Off-OJTは、時間や仕事の制約から基本
的に難しい。
Ｂ．大学への期待
●  大学に期待するのは、企業との共同研究を定着、推進することで、ビジネ
スの拡大を図れるようなパートナーシップである。日本の理系大学生は、
企業の現場にもインターン的に参加してもらい、ビジネスセンスを磨いて
もらいたいので、大学とのコラボレーションが推進できればよい。
２）B社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒採用について、ここ4年ほどは大卒・高卒の新卒のみ、毎年1 ～ 2
名程度の採用となっている。東南アジアに進出したことから、留学生や
現地の学生の採用も視野に入れている。ただし実現は容易ではない。日
本で留学生を採用して現地に派遣しても、現地で雇用するにしても、業
務の理解に３年以上が必要で、実際の赴任まで時間がかかるのが課題で
ある。また、せっかく育成しても、日本人とは異なる強いキャリア志向
から、転職されることも考えておかなければならない。
●  中途採用は難しい。同業他社からの経験者採用の場合でも、当社なり
のやり方をきちんと理解し、技術的な知識を高めるには、最低でも3年
の時間が必要になる。専門分野が好きで知識があれば、短期間で結果を
出せる可能性もあるのだが、こうした人材を見つけるのは至難で、入社
後の教育が欠かせない。
●  新人教育として、入社前に約10カ月、一般の通信教育プログラム（イン
ターネットではなく、郵送でのやり取り）を活用して、社会人基本講座（マ
ナーや姿勢等）を受講させている。入社後3カ月間、各配属先（この時期
は仮配属）で「品質製造研修」を受講する。各部の中堅・ベテランが講
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師となって担当する。受講終了と合わせて、正式配属となる。
●  一般社員向け教育として、主に資格取得、技術向上を目的に、外部の
公的機関（県や市）、専門機関、業界団体、場合によっては取引先のメー
カーが主宰する講習や研修に本人の希望で参加できる。また、業務に必
要と認めた上で、会社が指名して派遣するなどしている。
●  管理者向け教育として、取引銀行が主催するマネジメント研修を3日間
受講させている。マネージャーとしての意識や対応等に関する基本的な
理解を得るのが目的である。
●  キャリア開発について、部署によって業務内容が違いすぎる（同じ部
でもグループで全く業務要件が異なる）ために、異動以外の人事交流は
実施していなかった。「技術販売」力を高めるには、営業の経験はもち
ろん技術の理解を高めることが必要で、硬直した組織では、変革のスピー
ドにも付いていけない。社員の個々のモチベーションも停滞するきらい
がある。そこで最近になってジョブ･ローテーションを実施するように
なった。主には営業部と技術部、またグループ間でのローテーションを
実施している。社外への出向や派遣はしていない。逆に取引先の商社か
ら、担当者の勉強のために短期間の受け入れを要望されることがある。
Ｂ．大学への期待
●  現状、大学とのパイプや関係はほとんどないが、これは当社だけでなく、
中小企業ならば共通の課題である。孤立解消のためにも、数社が集まっ
て、基礎研究等を共同研究の位置付けで、大学で実施できればと期待し
ている。
●  経営の視点からは、本格的な海外進出を前にして、語学を含むコミュ
ニケーションのスキル・アップのための機会提供に期待したい。夜学は
減っているのだろうが、中小企業で働く人間が学ぶチャンスとして必要
だと感じている。定期的に、異職種の人が集まって、相互理解を進める
ことでコミュニケーション・スキルが高まるだろうし、人間関係を増や
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すことにもつながる。Non-Degree Programについては、目的と合致すれ
ば参加したい。
３）C社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒採用は、地元で通勤可能な人が条件である。昨年は新卒を10名採
用している。新卒は1年程度で退職することが多いので、毎年5名は採
用している。入社後は3カ月間かけて全部門を経験した後に配属を決定
している。その後は先輩からのOJTを実施している。基礎の形成に3年
は必要である。
●  中途採用は、欠員補充のために実施している。女性の採用にも積極的で、
横浜事業所のスタッフは全員女性（6名）である。他地域にある工場で
は女性の営業パーソンを2名配置している。
●  キャリア開発について、営業系が現場を知るためのジョブ・ローテー
ションはある。採用時に文系・理系問わずコミュニケーション力がある
ことは基本であるが、さらに業務に関連する基礎知識があれば理想的で
ある。
Ｂ．大学への期待
●  大学との産学連携の経験がある。他地域にある工場の地元である大学
との共同研究の話もある。短期留学等に対応してもらい、経験で学んだ
ことを体系的な理論・学問として理解させたい。自社ではやれる時間が
ない。
４）D社
Ａ．人材確保・育成
●  障がい者社員の中長期育成計画に基づき、人事制度、能力開発制度を
設けている。日常の業務指導は、支援スタッフにより丁寧に業務支援と
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指導を行っている。その一方で、障がい者社員のモチベーション向上の
ために、月次賞揚制度、リーダー・サブリーダー制度、マイスター制度
認定制度を設けている。
●  障がい者社員は、7割が新卒採用で、学校の推薦を受けている。男女比
は7：3である。69名中、知的障がい者が55名である。中途採用はハロー
ワーク経由で、通勤可能が条件である。障がい者社員の雇用は1年契約
で昇給制度はない（体調の変化や結婚での退社等に対応）。入社後は3カ
月を実習期間とする。
●  障がい者社員の支援スタッフは中途採用が中心である。外部専門企業
のビジネス・スキル・マネジメント講座に年数回、会社負担で受講させ
ている。
Ｂ．大学への期待
●  大学から2日間学生を受け入れた実績があるが、今後、大学との交流の
ための「場」の拡大が必要である。
●  障がい者社員を中心に、論理的な思考方法を身につけさせ、コミュニ
ケーション能力を高めたい（会社見学の際に本人の業務内容のプレゼン
テーションを担当させている）。
５）E社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒採用は、マイナビを利用して、毎年1 ～ 2名を採用している。入社
後は希望部署へ仮配属させて、総務部と部署の長が責任者となってOJT
を実施している。3カ月の研修の後、正式配属となる。
●  中途採用は常に実施しており、人柄を重視している。
●  社員教育は、部署の長を講師として「社内勉強会」を適宜開催して、
全員のスキル・アップに努めている。現場スタッフから営業パーソンへ
の異動は限られているため、ジョブ・ローテーションには消極的なのが
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現状である。
Ｂ．大学への期待
●  社員の資格取得に何らかの支援策を期待している。具体的には、大学に、
中小企業がCSRに関して勉強のために集まることのできる機会を提供し
てほしい。
６）F社
Ａ．人材確保・育成
●  景気後退のため、新卒採用は5年前から中断している。それまでは毎年
10名程度を採用していた。一方で、ミドル層の経験者を中心に、たま
に中途採用はある。リーマン・ショック後は、給与面の不安から退職者
が見られるようになった。入社後は社内模擬プロジェクトを2カ月経験
した後正式に配置している。新人対象の社内研修等は実施していない。
●  一般社員教育としては、年1回、自己の目標を提出させて、上司の意向
と本人の希望があれば社内での研修を実施したいと考えているが、踏み
込めていない。3日程度の研修で求める成果が得られるかが不安である。
その他には、部門間でジョブ・ローテーションを実施している。
●  キャリア開発としては、顧客先に常駐して一体となって開発に取組む
ことが技術者、営業職とも必要になるため、技術オンリーではなく、対
話力・コミュニケーション力が必要である。新卒者についても、理系・
文系問わず積極性や自己表現力の有無を重視している。誤った知識は入
社後に邪魔になるため、技術の有無は問わない。
Ｂ．大学への期待
夜間に大学への通学は可能である。コミュニケーション力を高める機会が
欲しい。
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７）G社
Ａ．人材確保・育成
●  今年度は、大学・専門新卒を2名採用（昨年度0名）した。内定後は、
展示会の見学や書籍の感想文づくりなど4 ～ 5回の研修としてのコンタ
クトを実施した。入社後3カ月で正式配属を決定し、配属先のOJTを実
施する。
●  新入社員の教育としては、経済同友会の新人研修・２年次・３年次研
修へ派遣する。その後は要望により検討する。
●  中途採用は、欠員があれば実施している。工場経験のある人を採用し
て育成しているが、即戦力は難しく、慣れるのに2年は必要である。
Ｂ．大学への期待
●  大学との連携はあり、つながりは現在もある。大学生は大企業志向が
強く、中小企業には来てくれない。
●  Non-Degree Programについて、夜間の講座なら社員の参加は可能である。
８）H社
Ａ．人材確保・育成
●  採用については、近年は営業職、セールス・エンジニア職等の経験が
ある30 ～ 35歳程度の中途採用が中心であるが、中止していた新卒採用
を今年度から再開予定である。韓国にも進出し、現地で大学院卒業の新
卒を2名採用した。
●  台湾貿易センター・国際企業人材育成センターで学ぶ来日中の学生を、
インターンシップ実習生として毎年受け入れている。同社の歴史・考え
方の理解、お客様のところへの営業パーソンと同行、社内業務を行って
もらっている。
●  中途採用者については、社会人としての基本を持っていれば、手厚い
研修（月に８回程度行われる）で育成が可能である。新卒向けの採用情
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報では、「自分や家族の幸せのために頑張れる人」等の詳細な規定があ
るが、人物本位で採用している。
●  社内教育体制として、新人研修、ISO勉強会、リーダーによるOJT、ま
た中堅社員、責任者マネジメント研修、階層別に社内外からの講師によ
る研修を実施している。また、各メーカーの主催による講義、研修資格
制度を取入れ、技術・人間スキルの成長を図っている。さらに、社長自
ら、新人から中堅社員を対象に、企業理念、それぞれの課題による講義
を行う社内塾を開催している。
●  新人研修の一環として社長も参加して登山を実施する。社員同士がコ
ミュニケーションを取る機会として、苦労を有し、大きな達成感を味わ
うことが狙いである。毎年20名程度が参加している。
Ｂ．大学への期待
●  大学教育との連携について、職業体験のような形で大学生を受け入れ
る形での協力は可能である。
９）I社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒人材を自前育成する方針であり、年間10名を人材紹介エージェン
トのような民間のサービスを利用して確保している。大学主催の就職イ
ベントをきっかけとして採用したこともある。他地域にある工場は地元
採用のみ。留学生の採用実績も1名ある（中国人女性）。新卒は入社前に
アルバイトとして現場（工場）体験をしてもらう。
●  社員育成は現場でのOJTが中心である。部門リーダーが責任者となって、
先輩が後輩の面倒を見るやり方。新卒のビジネスマナー講座的な研修は
行政主催の研修会に参加させる（１日程度）。高評価のスタッフは年1回、
海外の展示会を見学させている。
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Ｂ．大学への期待
●  基本的な能力向上の仕組みは社内に用意できないので、大学等の連携
は役立つだろう。語学能力を高めるセミナー等があれば参加させたい。
自社の業務に関係する分野で共同研究に期待する。
１０）J社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒採用は、ハローワークおよび商工会や行政の合同説明会等の機会
を利用している。高卒4 ～ 5名程度を採用し、全員が工場勤務となる。
入社前にマナー研修等を実施している。入社後はすぐに正式配属となり、
社員教育は現場のOJTが中心となる。その後1年間は製造部の各部署を
一通り体験していく。
●  キャリア教育の課題はコミュニケーションである。また、忘年会やバー
ベキュー大会等の社内イベントで交流を促進している。
Ｂ．大学への期待
●  内容によって、中堅・マネージャー向けには市や横浜銀行、商工会主宰
の外部研修に単発で受講させているが、大学の講座を利用する場合、内
容が希望と合っているかどうかや、費用面について検討する必要がある。
１１）K社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒は、近年、定期採用している。高卒・短大卒についてはハローワー
クを通して採用している。大卒については、以前採用した大学に直接依
頼して、「一本釣り」で1 ～ 2人採用している。中途採用はホームペー
ジ等を通じて随時行っている。
●  新人向けの教育として、新卒の入社までの間は、見学会が1回ある。入
社前にバイトをする人もいた。研修の基本は社内で実施している。社内
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研修は上司が講師を務めて実施している。加えてOJTで育成を行う。
OJTは直属の上司と1対1の場合や、上司1人に3人1チーム等がある。ISO
の規定などに従って計画している。研修の計画は職制ごとに計画してい
る。
●  一般社員向けの教育として、昇格してマネージャーになったときの研
修は外部から人を招いて行うこともある。自己のスキル・アップについ
ては企業として積極的に展示会や研修会などに行かせている。以前は大
学の夜学に行っていた社員がいたが、現在、特に積極的に行かせるよう
なことはしていない。現場の社員は勤務後、アフター・ファイブに勉強
会を実施している。
●  マネージャー向けの教育として、集合研修を勤務時間内で実施してい
る。内容は部下を成長させるためのプラン等である。
Ｂ．大学への期待
●  大学主催の研修・セミナーは、こちらから出向くのは難しいので、教
授や講師がこちらに来てくれるといい。
●  学生がこちらに来て社員と共同で勉強会などをすることについては、
当社のニーズとカリキュラムの内容が合えば考えられなくはない。
１２）L社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒は毎年採りたいが、採れていないのが現状である。以前は市が主
催する合同説明会などで募集していた。現在はそのときの経営状況で必
要に応じて採用する。採用すると決めたら、直接大学に募集を出すこと
もある。中途採用は状況次第である。
●  新人向けの教育について、採用が決まってから入社までの間は、総務
の方で定期的にコンタクトしている。新入社員研修は社会人マナーなど
の基本については「ハマふれんど」（横浜市勤労者福祉共済）の研修を
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利用している。その後、OJTで基本を教える。営業部に配属された場合は、
先輩とマンツーマンで営業スキルを身につけている。外部の研修は利用
していない。
●  一般社員向けの教育について、中堅社員やマネージャーには、外部から
たくさんセミナーの案内が来るので、本人が行きたければ100％行かせ
ている。研修費も全て会社が負担している。研修費用が高いものは検討
することもある。セミナーや研修に「行きたい」という機運がある。マネー
ジャー・クラスもよく行っているので、下のスタッフも自然と行きたが
るようになっている。時間は社員が自分で作ってやりくりしている。
●  ジョブ・ローテーションはない。案件によって営業と技術が一緒に客
先に出向くことも多い。出向もない。子会社へ異動になることもない。
Ｂ．大学への期待
●  産学連携で研修開発を手がけたことは過去にある。自社業務に関連す
る技術的なことが学べるのであればニーズはあるかもしれない。テーマ
限定でリクエストに応じてもらえるといい。専門分野の先生が説明して
くれるとありがたい。
●  学生との交流、若手社員とのグループワークなどは、時間的に余裕が
ないかもしれないので、実現は難しいかもしれない。
●  海外へ日本人を派遣する予定はないため、語学研修のニーズも特にな
い。
１３）M社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒について、高卒は、ここ10年毎年1人採用している。一方で、大卒
は隔年で1人くらいの割合で採用している。大学や高校とコンタクトを
取り、就職課経由で採用するケースが多い。マイナビなどに掲載しても
応募はない。
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●  中途採用は、ハローワーク経由とマイナビなどの媒体と、マネジメン
ト層は紹介会社を利用して採用している。中途採用するのは業務の拡大
のタイミングがベースになっているときと、次世代が欲しいとき。業務
に関連する専門知識があることがメインで採用を決めている。
●  新人向け教育について、入社前は見学に1回くらい来てもらう程度であ
る。入社直前の3月には直接話をする機会を設ける。入社後は3 ヶ月間
の社内研修と、横浜市主催の外部研修に2 ～ 3日派遣する。社内研修は
一週間くらいで、社会人のマナーなどの基本研修と、技術研修を実施す
る。その後3 ヶ月は現場で技術研修を受け、そのあと配属先が決定して
OJTを行う。9 ～ 10月にはフォローアップ研修を外部で実施し、マナー
やコミュニケーションについて学ばせている。
●  一般社員向けの教育について、昇格して1年以内に銀行や外部の機関が
実施している外部の集合研修に行かせている。資格が必要になる部署も
あるので、資格取得費は会社で負担している。取得後は昇給にも反映さ
せる。夜学に通っている社員はいないが、アフター・ファイブにExcel
を学べるスクールに通っている者はいる。もし高卒で、大卒の資格を取
りたいという社員がいたら大歓迎で、会社として協力する。自己スキル・
アップは、業務に直結するものであれば100％補助する。以前、1年間
海外に語学研修に行かせて、現在は海外との交渉をしている者がいる。
こういった成功例が今後もあるといい。
Ｂ．大学への期待
●  大学が提供する研修に参加するかどうかは、内容によるとしか言えな
い。公にオーソライズされたものだといい。独りよがりになりがちなの
で、オープン型で、外部から刺激があるセミナーがいい。
●  学生を受け入れるインターンシップはやったことがあるが、今は忙し
くて対応できない状況である。普段の業務に学生が入り込むと、事故の
対応や保険等、クリアしないといけないことも多く、難しい。
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１４）N社
Ａ．人材確保・育成
●  新卒は定期採用を実施している。最新実績で高卒3名、大卒4名を採用
した。採用手段としては、リクナビ、マイナビといった情報サービスを
利用している。新卒者は入社後6カ月、全部署を経験してから配属を決
定する。その後はOJTが中心となる。育成の状況は、担当となる先輩社
員からレポートを提出させるなどして、部署の責任者はもちろん経営層
が把握できるようにしている。
●  中途採用は毎年10名程度で、ハローワークを活用する他、自社サイト
でも募集している。業界経験者にはこだわっていない。マネジメント経
験を重視している。パートからの昇格、紹介などもある。
●  社内研修には、初年度研修（全員が受講）、役職者研修、階層別研修が
あり、必要に応じて外部から専門の講師を招聘するなどして実施してい
る。品質管理、ISOに関わる勉強会も逐次開催している。
●  仕組みとしてのジョブ・ローテーションは実施していない。リフレッ
シュ休暇制度（連続7日間）を導入している。ストレス解消はもちろん、
一定時間業務から離れてみて、客観的に自分や職場を見つめ直すことも
可能となる。その上で異動の必要があれば、実施する。店舗と工場はも
ちろん、工場間の交流は活発で、情報がしっかり共有されている。
Ｂ．大学への期待
●  社員のスキルの点でいえば、商品開発力がネックになっている。いわ
ゆる中長期の市場動向を踏まえた、マーケティング・スキルを高めてい
くような教育において、協力関係ができればよいと思う。
●  「考える」癖をつける教育に期待している。
１５）O社
Ａ．人材確保・育成
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●  新卒採用について、昨年から定期採用を開始し、昨年は5人採用した。
大学には直接連絡して、就職課を通して採用した。
●  中途採用は、事業内容について強い思いのある人を採用している。
●  新入社員への研修は社内で行っている。入社後3 ヶ月は先輩と1対1で
学ぶ。現場で事業の全体を学ばせる。その後配属を決定し、OJTを実施
する。各大学の勉強会などには積極的に参加させている。一般職（事務）
は社内のコミュニケーションでスキル・アップを図っている。
●  一般社員向けには、社内勉強会を年4回実施している。全員が一同に集
まる機会はないため、情報交換、日報などは全てITを使って実施してい
る。スキル・アップは個人の意思と企業の要望で進める。本人の意思を
尊重したいので、ルール化はしない。
●  キャリア開発について、ジョブ・ローテーションは特にない。わからな
いことはお互いにITを駆使してメールなどでやりとりしている。ITは先
端のシステムを採用しており、電話回線を使って動画も利用できる。勉
強会などの場は設けていないが、わからないことは個人的に教えている。
Ｂ．大学への期待
●  大学と提携し、共同で実証実験を行った。現在は実用化に入っている。
大学や研究機関が持っている知財を活かし切りたいと思っている。これ
からも大学と連携して共同研究を進め、技術力を高めたい。一方でイン
ターンシップは未対応である。
（２）調査結果の考察
　以下、各社（15社）のヒアリング調査結果について、どのような趨勢
がみられるのかを考察する。
１）人材確保・育成について
　新卒採用については、新卒の雇用を強化する意向は各社ともあるが、思っ
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たように確保が難しい現状もうかがえた。また、グローバル人材の確保を
試みている企業もある（A社、H社、I社）。海外に社員を1年派遣して語学
研修をさせたM社の事例は、大企業とかわらないレベルの人材のグローバ
ル化研修といえるだろう。一方で、留学生や現地の学生の採用を視野に入
れつつも、業務理解や転職志向性の強さから、実現が容易でないと考える
企業もある（B社）。全体的には、グローバル人材の採用は模索段階にあ
るといえる。
　新卒採用の方法は、合同説明会への参加（地方自治体や商工会議所等の
主催）、就職情報サービスの利用（リクナビ、マイナビ等）、ハローワーク、
大学の就職担当窓口への斡旋依頼等で対応している。採用の規模は数名程
度が多く、高卒に比べて大卒の確保は容易ではない現状が垣間見られる。
大学生は大企業・ブランド志向が強く、中小企業に関心を持ちにくいこと
や、不況による経営の安定を求めての公務員志向等が影響しているのでは
ないだろうか。その対策として、採用実績のある学校に働きかける（K社）
等がある。
　中途採用はどの企業も対応している。基本的には欠員への補充だが、積
極的にマネジメント経験の豊富な中堅クラスを雇用しようという動きも
あった（M社）。また、実務経験を重視せず、企業理念への賛同を条件と
する企業も見られた（O社）。中途採用の方法は、ハローワークや自社サ
イトの活用が多い。
　新卒入社後の約1年間は、各社とも仕組みとして研修を実施しているが、
それからは対応が分かれる。現場のOJTに依存していく場合、定期的に教
育研修を実施する場合などで、資格取得や業務の必要がなければ、内部・
外部問わず研修等に参加機会を得られない場合もある。一方で、「教育体系」
を明示し、マネジメント・クラスへの育成を積極展開する企業も見られた
（H社、N社）。本人の希望があれば、会社が負担して外部のセミナー等に
参加させている企業もあった（L社、M社）。
　キャリア開発の方法の1つとしてのジョブ・ローテーションについては、
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縦割り排除、情報共有による会社としての提案力向上等を図るために取り
組んでいる企業が多い一方で、明示的なジョブ・ローテーションは行って
いないとする企業もあった（A社、E社、N社）。また、社内勉強会や研修
会よりもOJTが主体となる傾向にあった。Off-JTを取り入れられる企業は
限られているが、社長や上司が講師となる社内勉強会の積極実施例もある
（H社、K社）。
　以上をまとめると、人材の確保の面では中小企業特有の課題に多くの企
業が悩んでいるという実態が明らかになった。とりわけ大企業が系統的に
人材採用活動を行っているのに対して、中小企業は個別に対応している様
子が今回のヒアリング調査からはうかがえた。人材の育成面でも、各社が
個別の事情に即して対応しているのが実情だが、外部機関が主催するセミ
ナーを活用する（B社）等、外部のリソースに依存する動きも見られるこ
とは、研修をアウトソースしようとする潜在的ニーズがあることをうかが
わせる。
２）大学への期待について
　大学との連携は、技術開発の研究や新卒募集以外ではあまりイメージで
きないという意見を示す企業が多かった。製造業の場合、産学協同研究等
で大学との連携経験がある企業が見られ、共同で実証実験まで行っている
事例もあった（O社）。一方、大学での語学力（I社）、コミュニケーショ
ン力（F社）、マーケティング力（N社）の向上を図るプログラムや、CSR（企
業の社会的責任）に関する勉強会（E社）、要素技術研究等での協働実施（B
社、O社）に関心を示しているが、具体的に「何をどうやれば」まではイメー
ジが十分に形成されていないため、大学側からのリソースに関する情報発
信の強化が望まれる。
　大学生のインターン受け入れについては、その意義には理解を示しなが
ら、実際は現場の混乱や時間に余裕がないことを理由に、対応は難しいと
する声が多数であった。大学が中小企業に対してどのような支援を実施で
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きるのか、まずは具体例を示しての情報発信と周知拡大が求められる。ま
た、大学の講座については、マーケティングや市場分析など、自社のビジ
ネスに直接役立つ内容については一定の需要が見込めるが、多忙なビジネ
ス・パーソンを相手にするものなので、開催場所や開催時間帯など制度設
計には工夫が必要である。
　もうひとつ企業が大学へ期待する要素として指摘されるのが、「場」の
提供である。この「場」という意味は、単なる学びの場という意味にとど
まらず、他企業との交流の場という意味ももっている。特に異業種企業と
の情報交換は、総合的なコミュニケーション力を磨く場となってくる（B
社）。またそれは、目の前の業務に埋没しがちな企業の従業員にとって、
日常の業務に新しい「気づき」をもたらす機会になるかもしれないだろう。
むすびにかえて ‐ 地域の人材育成に対する本学のかかわり方 ‐
　最後に、ここまでの調査結果と考察をふまえて、地域の人材育成に本学
がどのようにかかわるべきか、検討することでむすびにかえたい。
　ヒアリング調査から読み取れるように、企業の側では人材育成の面で大
学と連携すること自体にあまり具体的なイメージが描けていない。この理
由のひとつに、大学のもつリソースに関する情報が、企業に行きわたって
いないことが考えられる。これは非常にもったいない状況といえる。たと
えば、大学の市民公開語学講座やエクステンション講座には、業種にかか
わらず多くの企業にとって有用な科目もある。また、製造業の求める要素
技術系の知識に関しても、理学系を中心に有用な研究・教育リソースがあ
ると考えられる。しかしこれまでは、こうした大学のリソースに対する市
内企業の認知も低く、また大学も企業の側に積極的に情報を発信していた
わけではなかった。
　こうした実情をふまえると、大学からの情報の発信、そして大学のリソー
スに対する企業側の認知を高めていくという地道な活動がまずは求められ
ることになる。その際に、企業と日常的に接触している横浜市役所の役割
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が重要となってくる。すなわち、企業と大学の双方に太いパイプを持つ市
役所を情報の橋渡し役として、企業側のニーズと大学の有するシーズの情
報共有を充実していくことが求められると考えられる。
　またヒアリング調査によると、横浜市内の中小企業は特に人材採用面で
苦労している様子がうかがえた。この点に関しても、大学はある程度即効
的な対応ができると考えられる。就職活動中の学生と企業の採用ニーズの
マッチングについては、すでに大学のキャリア・センターなどが対応して
いるが、今後は大学2年生や3年生を積極的に地元の中小企業に訪問させ
たり、社員の方を大学へ招聘して講演を依頼したりする活動を充実させる
余地がある。学生のインターンシップについては、企業側の受け入れ準備
が必ずしも整っていないようだが、企業訪問のように、基本的な学生管理
の負担およびその責任を大学側が持つ方式であれば、地元の中小企業も比
較的受け入れやすいと考えられる。いずれにせよ、学生と地元中小企業の
お互いが認知度をもっと高められる活動を継続すれば、中小企業側の採用
活動もスムーズになり、採用後のミスマッチといった問題も減らすことが
できると考えられるのである。
　一方で、今回の調査結果からは、大学側の中長期的な課題も浮き彫りに
なった。製造業企業から要望が多かった大学との共同研究の実施は、その
うちのひとつである。一般に産学共同研究は、企業が研究資金を拠出して、
自社の技術力向上に資する基礎研究を大学に委託するパターンが多い。し
かし資金力に制限のある中小企業にとって、実用化まで時間を要する基礎
研究の資金を全面的に拠出する余裕はないのが実情である。そこで現実的
には、個別具体的なプロジェクト・ベースでの共同研究開発の可能性があ
りうる。この点に関しては、研究資金の獲得を目指す大学と研究ノウハウ
の向上を目指す地元企業との間で、今後はお互いの利害を少しずつすり合
わせていく努力が必要になってくると考えられる。
　また、教育上の制度設計の工夫と改編も、大学に課された中長期的課題
といえる。自社の従業員を大学へ通わせたいというニーズは各社まちまち
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だが、今回のヒアリング結果から推測するに、内容や費用によっては十数
名程度の社会人学生を集められる可能性は否定できない。これはひとつの
大学院に相当する規模である。社会人大学院の設立となると開催場所やコ
ンテンツをめぐって、それこそ一からの制度設計が必要となってくるが、
大学院改革がまさに動きつつあるなかで、そうした可能性も含めて検討を
進めていく余地はありそうである。
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